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 本稿では、東京タワーを送信局とする VHF帯 FM放送波（周波数は 80.0MHz）の
観測結果を統計的に解析して、伝搬異常を検出した。観測期間を 2010年 10月 8日















































































2  (3.2.1) 
 
これはガウス関数の一種であり、この正規分布を N(m、𝜎2 ) と表す。特に m=0、























































図 3.3.1 移動平均する前の受信電力変化 
 
 


















い、2013 年 2 月 11 日に送信点のアンテナの高さが変更された。その影響で送信点
の高さが変わる前後で 1 日の平均受信電力に変化が生じた。従って、観測期間を
「2010 年 10 月 8 日～2013 年 2 月 11 日 2時 3 分 48 秒」と「2013年 2 月 11 日 2
時 59分 35秒～2013年 10月 31日 23時 59秒」の 2つに区切って、それぞれを上
記の伝搬異常判定基準に従って伝搬異常を検出した。 
 図 3.4.1は停波を削除し、移動平均を行った場合の 1日の受信電力変化である。図
中の例 1、例 2 ともに ±3σ を超えているが、例 1のほうは 1時間以上継続して発生し
ていないので、伝搬異常とは判定されない。よって、上記の伝搬異常判定基準を満た










































 𝑚 ≡ 𝑛 + ℎ 𝑎⁄  (4.1.3) 
 







































積）が大きい方をその時間のラジオダクトとする（図 4.2.3の場合は S型ダクトとなる）。 
 
 
図 4.2.2 2種類のラジオダクト 
 




























図 4.3.1 実際に観測されたラジオダクト 
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された伝搬異常の有無を表 4.4.1、表 4.4.2 に示す。表 4.4.1 より伝搬異常観測時に
おけるラジオダクトの発生確率と、ラジオダクト発生時における種類別発生確率を求め
る。伝搬異常観測時に、ラジオダクトが併発した確率は約 65.2％(58/89)、併発してい
ない確率は約 34.8％(31/89)である。さらに、伝搬異常と併発していた 65.2％(58 回)
のラジオダクトのうち、それが S型ダクトであった確率は約 84.5％(49/58)、接地型ダク
トであった確率は約 15.5％(9/58)である。一方で、表 4.4.2 より伝搬異常と併発してい
なかったラジオダクトの発生確率は約 70.9％(1496/2109)であったが、そのうち S型ダ












49 9 58 31 89 
 
表 4.4.2 伝搬異常非観測時におけるラジオダクトの観測回数 
S型ダクト 接地型ダクト 全ダクト 
（S型ダクト＋接地型ダクト） 
ダクトなし 合計 







































































































































































は𝑃unc の約 1.3 倍となり、多少ではあるが伝搬異常と地震との間に関連性があると言
える。また、マグニチュード 5.5 以上の地震に限定して解析を行うと確率利得 ratio が
12.2 となり、地震との関連性が最も明確になっているが、地震発生回数𝑁eq と地震と




表 6.1.1.1 伝搬異常とマグニチュード別での地震との関連性 
地震の規模 
（マグニチュード） 
M≥4.0 M≥4.5 M≥5.0 M≥5.5 
伝搬異常回数、𝑁anom 89 89 89 89 
地震発生回数、𝑁eq 55 22 9 1 
地震と併発した伝搬異常の回数、
𝑛obs 
4 1 1 1 
伝搬異常に地震が伴った確率、
𝑃obs 
4.49% 1.12% 1.12% 1.12% 
伝搬異常に対する地震の無相関
併発確率、𝑃unc 
5.0% 2.0% 0.82% 0.09% 











ないので除外する。伝搬路震央間距離 L[km]が 100km 以内の場合には、実際に伝
搬異常に地震が伴った確率𝑃obs が 4.49％（4/89）であるのに対し、伝搬異常に対す
る地震の無相関併発回数𝑃uncが 1.64％（18/1099）となるため、実際の併発回数𝑃obs 
は𝑃unc の約 2.7 倍となり、伝搬異常と地震との間に関連性があると言える。また、地震




表 6.1.2.1 伝搬異常と伝搬路震央間距離別での地震との関連性 
伝搬路震央間
距離、L[km] 
L≤50km L≤75km L≤100km L≤125km L≤150km 
伝搬異常回数、
𝑁anom 
89 89 89 89 89 
地震発生回数、
𝑁eq 













0.36% 0.82% 1.64% 3.28% 7.19% 













表 6.1.3.1 伝搬異常と震源の深さ別での地震との関連性 
震源の深さ、D[km] D≤25km D≤50km D≤75km D≤100km 
伝搬異常回数、𝑁anom 89 89 89 89 
地震発生回数、𝑁eq 8 18 23 25 
地震と併発した伝搬異常の回
数、𝑛obs 
1 4 5 5 
伝搬異常に地震が伴った確
率、𝑃obs 
1.12% 4.49% 5.52% 5.52% 
伝搬異常に対する地震の無
相関併発確率、𝑃unc 
0.73% 1.64% 2.09% 2.27% 









































89 89 89 89 89 
地震発生回数、
𝑁eq 




4 4 4 5 9 
伝搬異常に地震が
伴った確率、𝑃obs 




1.64% 3.28% 4.91% 6.56% 8.19% 



























表 6.2.1  地震と併発した伝搬異常とラジオダクトの観測回数 
 伝搬異常 
観測あり 観測なし 
S型ダクト 4 5 
接地型ダクト 0 4 

















表 6.2.2  S型ダクトと併発した伝搬異常と地震との関連性 8 
（括弧の中は表 6.1.4.1に表記したデータ） 
伝搬異常回数、 𝑁anom 45(89) 
地震発生回数、 𝑁eq 18(18) 
地震と併発した伝搬異常の回数、 𝑛obs 4(4) 
伝搬異常に地震が伴った確率、𝑃obs 8.89% (4.49%) 
伝搬異常に対する地震の無相関併発確率、 𝑃unc 1.64% (1.64%) 




れ異なる、東京タワー、千葉県三山送信、茨城県燕山送信所の 2012年 5月 16日の
18時から 18日の 18時までの観測データを示している。どの放送波も伝搬異常発生
時刻にあまり時間差はなく、数時間の差で伝搬異常が観測されていることがわかる。ま
た、館野において 16日の 21時に接地型ダクト、17日の 9時に S型ダクトが観測され
ており、第 4章で定義したダクトと伝搬異常の併発条件を満たしている。その後、18日

























観測回数𝑁anom は 89回（伝搬異常観測日数 80日）あったが、そのうち 1日の平均
風速（0時から 24時まで）が 2.0m/sを超えた日は 46日、3.0m/s、4.0m/sを超えた日
は共に 2日であった。つまり、1日の平均風速が 3.0m/s以上の場合には、伝搬異常
が観測しにくいと考えられる。従って、風が強い日（𝑣wind ≥3.0 m/s）を観測対象から
除外すると、全観測時間長は、𝑇all =  812days となった。 
表 6.3.1は風の強い日の伝搬異常、地震、観測日数を削除した場合の地震との関
連性を示したものである。また、括弧の中は表 6.1.4.1に示した伝搬異常と地震との関









表 6.3.1 風の強い日を除いた場合の伝搬異常と地震との関連性 
（括弧の中は表 6.1.4.1に表記したデータ） 
伝搬異常回数、 𝑁anom 86(89) 
地震発生回数、 𝑁eq 9(18) 
地震と併発した伝搬異常の回数、 𝑛obs 4(4) 
伝搬異常に地震が伴った確率、𝑃obs 4.65% (4.49%) 
伝搬異常に対する地震の無相関併発確率、 𝑃unc 1.11% (1.64%) 











率利得 ratio の値は 1 を超えているので、地震との関連性があると言える。また、S 型
ダクトと併発した伝搬異常と風の強い日を除いた場合の伝搬異常はそれぞれ確率利



























































は、風の強い日の地震を取り除いたことで、地震発生回数𝑁eq が 18 回から 9 回に減
ったからである。また、的中率・予知率ともに低い原因として、東京タワーの送信点の
アンテナの高さの変更に伴い、解析期間を2つに分けたことが考えられる。2つの解析
期間での伝搬異常回数𝑁anom はそれぞれ 55回と 34回観測されている。しかし、解析



























































































































































図 8.4.3 地震が観測された時の受信電力変化 
 
 
図 8.4.4 従属変数が 0.5の時の受信電力変化 
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